
平成 31 年 3 月

平成 31 年度 平成 40 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

１,０６０ 円 １,７９８ 円

１,０６０ 円 １,９５３ 円

１,０６０ 円 １,９６８ 円

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

一部適用

芦屋市下水道事業経営戦略

昭和１０年度
(８３年経過）

芦屋市

芦屋市下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

　～計 画 期 間 ：

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　基本使用料（20 以下）
　１,０６０円/２月

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

芦屋処理区：１１０人／ha
南芦屋浜処理区：７２人／ha

　２か所（芦屋下水処理場，南芦屋浜下水処理場）

無し

　公衆浴場用：２９円/ （税抜）

　特になし

平成29年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０  あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度

平成28年度 平成28年度

平成27年度

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計
画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合
等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理
区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０  あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

平成27年度

処 理 区 数 　２処理区（芦屋処理区，南芦屋浜処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

・汚泥処理にあたって，平成１３年３月から現兵庫県東流域計画により，流域関係団体（兵庫県，芦屋市，尼
崎市，西宮市）の広域汚泥処理場による共同化を実施しています。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０ あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０ を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

単位：円(税抜)
基本料金

0～20 
／２月

21～40 
／2月

41～60 
／2月

61～80 
／2月

81～100 
／2月

101～500 
／2月

501 以上

一般 1,060 82 110 140 167 181 188

公衆浴場用

従　量　料　金

29
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③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

民 間 活 用 の 状 況

該当ありません。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

下水処理場と雨水ポンプ場の運転管理を民間業者に委託していま
す。

職 員 数

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

下水道事業の職員数：１９名（技術職：１７名，事務職：２名）

該当ありません。

・南芦屋浜下水処理場にて，太陽光発電システムを設置しています。

・南芦屋浜下水処理場の処理水による親水エリア（ウォーターパーク）
を設置し，市民に開放しています。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別紙，平成28年度の経営分析比較表を添付しています。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

下水道課 管理係 工事係 維持係

一部適用
下水処理場 管理係 施設係

上下水道部 水道管理課 管理係

水道業務課 業務係

水道工務課 施設係 維持係 浄水係

全部適用
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２．経営の基本方針

経営の基本方針は，以下の基本理念をもとに，３つの柱に基づき実施します。

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 有収水量と処理人口

② 収支計画

1) 収支計画のうち投資についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

○老朽化対策費
　・平成29年度に策定した「下水道ストックマネジメント計画」に
　　基づく事業費を計上しました。管路では，修繕・改築計画の
　　投資額を計上しています。下水処理場では，電気・機械設
　　備の計画的な投資額を計上しました。

○地震対策費
　・芦屋下水処理場とポンプ場の耐震補強工事費を計上しまし
　 た。

○合流改善対策費
　・岩園地区における合流管渠の分流化事業費を計上しました。

○高度処理費
　・芦屋下水処理場の高度処理化工事費を計上しました。

○浸水対策費
　・雨水貯留設置設置費用および芦屋下水処理場の雨水
　 ポンプ設置費を計上しました。

・今後10年間における有収水量と計画処理人口は，右図に示す
　ように，平成38年度（2027年度）頃をピークに減少に転じる見込
　みです。
・有収水量が減少することにより，下水道使用料についても減少
　していく見通しです。

10.80 10.80 10.81 10.83 10.84 10.86 10.87 10.82 10.76 10.71 

9.54 9.54 9.54 9.55 9.57 9.58 9.59 9.61 9.56 9.51 
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2019
(H31)
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(H33)

2022
(H34)

2023
(H35)

2024
(H36)
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(H37)

2026
(H38)

2027
(H39)

2028
(H40)

（計画処理人口：万人）（年間有収水量：百万m3/年）
有収水量 計画処理人口

●経営の基本方針：基本理念 「安心して暮らせる芦屋市を目指して」

浸水から都市を守り，災害時にも安定して機能する下水道を目指します。

浸水被害の軽減

地震対策の推進

下水道施設の維持管理

基本方針1

安全なまちづくりの

下水道

生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図ると共に，清潔で住みよい環境のまち
づくりを目指します。

公共用水域の水質環境保全

合流式下水道の改善

下水道資源・施設の有効利用

基本方針２

美しい涵養づくりの

下水道

事業運営を見直し，経営の健全化を図り，持続的な下水道サービスの提供を目指し
ます。

経営基盤の強化

基本方針3

健全な経営づくりの

下水道

図2 投資計画における事業別金額の推移

図1 有収水量と処理人口の推移
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2)　収支計画のうち財源についての説明

3)　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

4)　財政収支結果についての説明

○ 維持管理費
　・人件費は，計画職員数に単価を乗じて算出しています。
　・動力費と薬品費は，過去の実績に基づいて算出しています。
　・委託料と修繕費は，「下水道ストックマネジメント計画」に基づき，今後必要となる費用を計上しています。

○ 減価償却費
　・地方公営企業法に準じ，固定資産毎の耐用年数に応じて各年度に想定される金額を計上しています。

・資本的収入の財源は，国庫補助と企業債および他会計補助金を計上しました。
・収益的収入の財源は，下水道使用料と雨水処理負担金および他会計負担金を計上しました。

○ 収益的収支の推移　（図3を参照のこと）

　・事業運営に必要な支出額を上回る収入額が確保でき
　 る見込みであり，純利益（＝収益的収入－収益的支
　 出）は毎年プラス（黒字）で推移します。
　・前述のように，下水道使用料が減少傾向となる見込
　 みであることなどから，純利益は徐々に減少していく
　 見通しです。

○資金収支の推移　（図4を参照のこと）

　・単年度の資金収支を見ると，概ね収支均衡が図られ
　 る計画です。ただし，平成35年度（2023年度）から平成
　 38年度（2026年度）で約百万円～約5千万円程度の
　 マイナスとなります。

○企業債残高等の推移　（図5を参照のこと）

　・企業債残高は，平成35年度（2023年度）と平成36年度
　 （2024年度）を除き，新規の借入額を上回る償還額を
　 計画していることから，10年間で見ると7億円程度減少
　 する予定です。
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図3 収益的収支の推移

図4 資金収支の推移

図5 企業債残高等の推移
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

使用料の見直しに関する事項

・該当ありません。

・該当ありません。

・今後，10年間の計画期間内では，老朽化対策などの実施に必要な財源は確保できる
見通しです。
・現行の下水道使用料体系の下で，下水道事業を引き続き運営していく予定です。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

修繕費に関する事項

委託費に関する事項

その他の取組

薬品費に関する事項

・財政状況の健全性に係る指標を確認し，事後検証を行います。
・投資に係る計画（下水道ストックマネジメント計画等）の見直した時点で，経営戦略の更新につい
て検討します。

・研修会への参加や資格取得等を有効活用しながら人材育成に取り組むと共に，これま
で培われてきた職員の知識や技術が途絶えることのないように，次世代へ継承するた
めの取組を検討していきます。

・自由化された電力業者との契約により経費のコストダウンを図っているが，引き続き調
査・検討を行いより低コストな動力費に努める。また，機器の更新においては省エネタイ
プの導入により消費電力の低減化を図ります。

・ストックマネジメント計画により，計画的な点検と修繕により異常の早期発見に努め，管
路施設及び処理施設の長寿命化を図ります。

・ストックマネジメント計画により，計画的な管路調査や清掃保守点検を実施し，処理場・
抽水場においても運転管理業務と点検保守業務により，重大事故が発生する前に予防
保全対策を行います。

・大規模地震などの災害が発生した場合に備えて，次のような取組を進めていく予定で
す。
　○台風・高潮等の対応については，県等の関係機関と連携して取り組みます。
　○南芦屋浜下水処理場を避難所として活用するための準備
　○近隣団体や下水道関連の各種協会などとの災害協定を締結し，下水道施設の迅速
かつ適正な復旧を行うための協力関係を構築
・下水道の役割や魅力などを市民の皆様に発信するため
　○マンホールカード第２弾の作成
　○デザインマンホール蓋のデザイン公募
　○下水処理場や下水道工事の見学会
　○小学校への出前講座
　などを通して，理解・関心を持ってもらうことで，安定的で持続的な下水道サービスの
提供に努めていきます。
・地方公営企業法の全部適用や本市水道事業との組織統合に向けた検討を行い，更な
る事業運営の効率化を図ります。

・下水処理場の運転管理を民間委託により行ってるが，コスト縮減とする経費縮減に取
り組んでいる。また，芦屋下水処理場の高度処理化に伴う薬品費の増加分を今後検討
します。

・業務委託等による民間ノウハウや技術を積極的に活用します。

・10年確率降雨に対応するための雨水整備を行っていきます。
・合流式下水道の改善として，岩園町の一部合流区域を分流化します。
・芦屋下水処理場は，大阪湾のより良い水質環境をめざして，従来の高級処理施設を
高度処理化します。

・該当ありません

・本市では，全国に先駆け，平成29年度に「下水道ストックマネジメント計画」を策定して
います。本計画に基づき，下水道施設全体を対象に点検・調査等を実施して劣化状況を
把握・評価し，長期的（50年～100年程度）に施設の状態を予測しながら点検・調査，修
繕・改築を一体的に捉えて下水道施設の維持管理を計画的かつ効率的に行うことによ
り，事業費の削減を図っていきます。

・芦屋下水処理場の老朽化対策として，処理場のリプレースを将来予定しており，処理
方式の最適化を検討します。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

- 5 -



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表（平成28年度決算）
兵庫県　芦屋市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

18.47 5,210.94 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Bb1 非設置 96,246

処理区域内人口密度(人/km2) －

- 該当数値なし 100.00 62.28 1,458 95,740 11.13 8,601.98 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　芦屋市の下水道事業は，昭和初期から管渠の布設
を行っており，昭和49年に芦屋下水処理場，平成13
年に南芦屋浜下水処理場の供用を開始し，今後は分
流・合流区域が混在している既成市街地の下水道形
態の改善および芦屋下水処理場の高度処理対応等を
行い事業展開を図っていく。その一方で，商業施設
等の大口利用者が少ないことや，阪神淡路大震災以
降節水型ライフスタイルの定着など，現在では有収
水量は減少傾向にある。
　経営状況については，下水道使用料収入に対する
企業債残高の割合は，平成27年度と比べて減少して
おり他団体と比べて良好である一方，今後は老朽化
に伴い施設の更新改築費用が増えるため，企業債の
借入額も増加していく傾向にある。
　汚水処理に要する経費については他団体より安価
であるが，経費回収率が100％を下回っており現状
の使用料収入で汚水処理費全てを賄いきれていない
状態である。
　収益的収支では収入より支出が上回っており，不
足分は繰入金等で補っている状況である。
　下水道施設の利用状況は，処理能力を概ね効率良
く利用できており，施設規模も適切である。なお，
前年度と比べて減少した理由は，人口の減少により
処理水量が減少したことが挙げられる。
　水洗化率は100％であり，公共用水域の水質保全
や下水道使用料収入の確保等の観点から判断して良
好な状態である。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　下水道事業着手から80年近くが経過しており管渠
の老朽化率は今後10年で3割弱となる見込みであ
る。また，芦屋下水処理場においても耐震化，機械
設備の更新等が必要となってくるため，下水道施設
全体の延命化を図りながら効率的な施設整備を行う
ことが課題である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　芦屋市下水道事業の経営状況の問題点としては，
収益に占める管渠や施設の維持管理費の割合が大き
く，また早くから下水道整備を行った関係で施設の
老朽化が進んでいることが挙げられる。
　今後，施設の老朽化がさらに進むことにより，そ
の維持管理に必要な費用も増加するものと考えられ
る。
　この様な中で，限られた財源で効率よく施設整備
を進めるため，早期に経営戦略を策定し投資額の平
準化を行いながら，適切な料金について検討を行い
収入の確保に努めていく。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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当該値 1.02 0.30 0.44 0.34 0.30

平均値 0.14 0.08 0.09 0.15 4.88
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①収益的収支比率(％)

0.00

0.10
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0.30
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0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 764.61 743.03 698.61 690.31 656.53

平均値 866.05 892.91 839.90 775.45 786.46

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 92.50 93.48 93.08 91.82 92.59

平均値 87.10 86.47 87.66 86.34 84.89

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 103.54 102.53 105.11 107.19 105.95

平均値 147.98 146.86 145.18 147.52 146.26

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 79.79 79.22 83.47 86.69 80.16

平均値 79.79 79.22 83.47 86.69 80.16

93.00

94.00

95.00

96.00

97.00

98.00

99.00

100.00

101.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 95.77 95.59 96.07 96.14 96.19

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【728.30】

【94.90】【60.09】【137.82】【100.04】

【0.27】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 1,692,381 1,722,347 1,632,626 1,606,556 1,619,135 1,623,724 1,625,879 1,617,593 1,588,085 1,527,719 1,470,478

(1) 961,131 980,554 980,445 981,762 983,088 984,404 985,730 987,047 982,197 977,357 972,518

(2) (B) 14,839 18,583 14,517 14,517 14,517 14,517 14,517 14,517 14,517 14,517 14,517

(3) 716,411 723,210 637,664 610,277 621,530 624,803 625,632 616,029 591,371 535,845 483,443

２． 1,655,968 1,980,533 1,695,085 1,421,035 1,330,513 1,311,954 1,255,090 1,194,879 1,009,661 849,085 747,278

(1) 352,608 497,854 444,669 315,462 277,139 278,874 252,741 238,189 281,989 226,497 179,595

352,052 497,260 444,669 315,462 277,139 278,874 252,741 238,189 281,989 226,497 179,595

556 594

(2) 1,303,068 1,482,367 1,250,124 1,105,281 1,053,082 1,032,788 1,002,057 956,398 727,380 622,296 567,391

(3) 292 312 292 292 292 292 292 292 292 292 292

(C) 3,348,349 3,702,880 3,327,711 3,027,591 2,949,648 2,935,678 2,880,969 2,812,472 2,597,746 2,376,804 2,217,756

１． 2,596,518 2,771,630 2,497,673 2,344,174 2,322,666 2,341,819 2,290,155 2,237,790 2,182,850 2,081,157 1,927,060

(1) 143,369 177,436 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362

143,369 177,436 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362 143,362

(2) 868,185 993,401 838,248 858,004 891,792 929,001 910,484 909,794 893,609 864,714 799,214

114,529 123,192 122,336 122,336 122,336 122,336 122,336 122,336 122,336 122,336 122,336

135,366 182,433 95,947 108,388 124,811 186,880 204,843 204,843 161,373 136,343 93,843

618,290 687,776 619,965 627,280 644,645 619,785 583,305 582,615 609,900 606,035 583,035

(3) 1,584,964 1,600,793 1,516,063 1,342,808 1,287,512 1,269,456 1,236,309 1,184,634 1,145,879 1,073,081 984,484

２． 264,449 248,096 223,436 210,930 201,266 190,276 181,152 173,405 167,362 163,821 161,010

(1) 209,448 188,095 173,435 160,929 151,265 140,275 131,151 123,404 117,361 113,820 111,009

(2) 55,001 60,001 50,001 50,001 50,001 50,001 50,001 50,001 50,001 50,001 50,001

(D) 2,860,967 3,019,726 2,721,109 2,555,104 2,523,932 2,532,095 2,471,307 2,411,195 2,350,212 2,244,978 2,088,070

(E) 487,382 683,154 606,602 472,487 425,716 403,583 409,662 401,277 247,534 131,826 129,686

(F) 93 99 93 93 93 93 93 93 93 93 93

(G) 55,300 12,200 1,852 1,852 1,852 1,852 1,852 1,852 1,852 1,852 1,852

(H) △ 55,207 △ 12,101 △ 1,759 △ 1,759 △ 1,759 △ 1,759 △ 1,759 △ 1,759 △ 1,759 △ 1,759 △ 1,759

432,175 671,053 604,843 470,728 423,957 401,824 407,903 399,518 245,775 130,067 127,927

(I) 432,175 1,103,228 1,708,071 2,178,799 2,602,756 3,004,580 3,412,483 3,812,001 4,057,776 4,187,843 4,315,770

(J) 292,718 345,647 370,856 318,415 267,139 187,582 107,298 58,674 74,815 70,180 66,015

85,074 88,821 83,103 76,892 75,863 76,116 75,156 74,243 74,815 70,180 66,015

(K) 927,431 908,800 894,922 904,427 866,552 909,909 889,747 954,957 760,464 678,661 675,386

810,288 847,258 843,341 851,859 812,294 853,791 834,555 899,799 706,115 625,757 625,757

108,843 61,542 51,581 52,568 54,258 56,118 55,192 55,158 54,349 52,904 49,629

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 1,677,542 1,703,764 1,618,109 1,592,039 1,604,618 1,609,207 1,611,362 1,603,076 1,573,568 1,513,202 1,455,961

(N)

(O)

(P)

平成40年度

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

経 常 損 益 (C)-(D)

う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

減 価 償 却 費

平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度
本年度
平成30年度

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

そ の 他 補 助 金

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 598,300 313,000 369,696 743,205 757,297 873,523 926,976 706,158 757,182 670,329 778,938

71,700 150,400 177,000 132,800 193,500 198,500 210,900 127,600 95,500

２．

３． 120,304 74,961 5,076 5,298 5,525 1,775 597 7 6 22 18

４．

５．

６． 219,649 125,000 138,082 202,123 255,009 284,575 265,967 166,738 186,367 203,356 243,210

７．

８．

９． 1 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(A) 938,254 512,971 512,864 950,636 1,017,841 1,159,883 1,193,550 872,913 943,565 873,717 1,022,176

(B)

(C) 938,254 512,971 512,864 950,636 1,017,841 1,159,883 1,193,550 872,913 943,565 873,717 1,022,176

１． 825,926 418,133 500,938 859,750 867,404 1,057,397 1,051,957 706,495 797,471 778,184 958,747

186,663 104,218 82,541 84,769 59,320 59,320 74,320 59,320 84,769 59,320 59,320

２． 878,000 830,339 847,258 843,341 851,859 812,294 853,791 834,555 899,799 706,115 625,757

３．

４．

５． 10,318 13,150 12,000 10,000 10,000 10,000 12,000 10,000 12,000 10,000 10,000

(D) 1,714,244 1,261,622 1,360,196 1,713,091 1,729,263 1,879,691 1,917,748 1,551,050 1,709,270 1,494,299 1,594,504

(E) 775,990 748,651 847,332 762,455 711,422 719,808 724,198 678,137 765,705 620,582 572,328

１． 281,896 360,285 569,115 596,862 599,058 603,633 590,059 573,421 762,367 748,774 727,607

２． 432,175 671,053 604,843 470,728 423,958 401,823 407,903 399,517 245,774 130,068 127,927

３．

４． 303,778 20,489 32,709 59,494 55,370 70,159 71,420 49,067 55,554 52,255 65,047

(F) 1,017,849 1,051,827 1,206,667 1,127,084 1,078,387 1,075,615 1,069,382 1,022,005 1,063,695 931,097 920,581

△ 241,859 △ 303,176 △ 359,335 △ 364,629 △ 366,965 △ 355,807 △ 345,184 △ 343,868 △ 297,990 △ 310,515 △ 348,253

(G)

(H) 10,478,564 9,961,225 9,483,663 9,383,527 9,288,965 9,350,194 9,423,379 9,294,982 9,152,365 9,116,579 9,269,760

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

1,093,391 1,222,014 1,079,097 922,503 895,433 900,441 875,137 850,982 870,123 759,106 659,802

959,064 965,094 845,358 787,626 792,111 794,283 787,600 774,001 778,449 689,799 618,802

134,327 256,920 233,739 134,877 103,322 106,158 87,537 76,981 91,674 69,307 41,000

120,304 74,961 5,076 5,298 5,525 1,775 597 7 6 22 18

120,304 74,961 5,076 5,298 5,525 1,775 597 7 6 22 18

1,213,695 1,296,975 1,084,173 927,801 900,959 902,215 875,734 850,989 870,129 759,128 659,820

平成40年度

平成40年度平成39年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

平成35年度 平成36年度 平成37年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成32年度 平成33年度 平成34年度平成31年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成38年度

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資
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